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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

 
(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第40期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」 

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

    

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第１四半期 
連結累計期間

第41期
第１四半期 
連結累計期間

第40期

会計期間
自  平成22年８月１日
至  平成22年10月31日

自  平成23年８月１日 
至  平成23年10月31日

自  平成22年８月１日
至  平成23年７月31日 

売上高 (千円) 2,470,595 2,950,629 12,004,771 

経常損失(△) (千円) △532,131 △528,642 △35,512

四半期(当期)純損失(△) (千円) △337,724 △335,466 △68,641

四半期包括利益 
又は包括利益 

(千円) △356,029 △329,293 △30,860

純資産額 (千円) 1,353,754 1,282,121 1,634,897 

総資産額 (千円) 7,593,892 9,318,692 6,663,886 

１株当たり 
四半期(当期)純損失(△) 

(円) △110.45 △112.66 △22.67

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 17.7 13.7 24.4 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況に

あるなか、サプライチェーンの回復に伴い企業の生産活動に持ち直しの動きが見られたものの、米国経済

の回復の遅れや欧州における金融不安等による円高の進行により、景気の下振れリスクは高く、先行きは

不透明な状況で推移しております。 

また、当社グループが位置する印刷・広告業界におきましても、個人消費の伸び悩みや企業の広告宣伝

費の自粛などにより、同業者間の受注競争がより一層激化しており、経営環境は一段と厳しさを増してお

ります。 

このような環境の中、当社グループは商業印刷事業における受注拡大を目指すとともに、郵便局株式会

社からの挨拶状・年賀状印刷受注に向けた生産体制の整備を進めてまいりました。 

その結果、受注は順調に進み、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,950百万円（前年同四半期比480

百万円増）となりました。 

利益につきましては、11月から売上が本格化する年賀状印刷事業の資材・販売促進費等の先行支出が増

加しておりますが、前期のような工場移設に伴う諸費用の負担がないことから、営業損失は515百万円

（前年同四半期の営業損失は522百万円）、経常損失は528百万円（前年同四半期の経常損失は532百万

円）となり、四半期純損失につきましては、法人税等調整額203百万円の計上等により335百万円（前年同

四半期の四半期純損失は337百万円）となりました。 

なお、当社グループの利益は、第１四半期は年賀状印刷の資材・販売促進費等の先行支出により低下、

第２四半期は年賀状印刷の集中及び商業印刷の年末商戦の折込広告の大量受注により売上が拡大すること

により増加、第３四半期・第４四半期は年賀状印刷事業は固定費のみが発生することにより、売上高に対

する経費割合が高くなり利益が低下するという季節的変動があります。 

  

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。 

（商業印刷事業） 

商業印刷事業においては、新規営業の強化や、既存クライアントとの取引拡大の推進を行った結果、

当事業の売上高は2,599百万円（前年同四半期比246百万円増）となりました。 

また、利益につきましては、前期のような工場移設に伴う諸費用の負担がないことから、営業損失は

56百万円（前年同四半期の営業損失は109百万円）となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（年賀状印刷事業） 

年賀状印刷事業においては、年賀資材やパック年賀状及び郵便局株式会社の喪中年賀状の販売等によ

り、当事業の売上高は341百万円（前年同四半期比235百万円増）となりました。 

また、利益につきましては、年賀状印刷の資材・販売促進費等の先行支出により、営業損失は384百

万円（前年同四半期の営業損失は345百万円）となりました。 

（その他） 

その他においては、北海道内の２店舗のプリントハウスにおいて、ＤＰＥ、オンデマンドプリント等

の商品・サービスの提供を行ってまいりましたが、売上高は９百万円（前年同四半期比１百万円減）、

営業損失は３百万円（前年同四半期の営業損失は４百万円）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は9,318百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,654百万

円増加しました。これは主に受取手形及び売掛金が439百万円増加したこと、有価証券が171百万円増加し

たこと、年賀状印刷事業に伴い年賀はがき等の原材料及び貯蔵品が1,186百万円増加したこと、繰延税金

資産が204百万円増加したこと等によるものであります。 

負債合計は8,036百万円となり前連結会計年度末に比べ3,007百万円増加しました。これは主に年賀状印

刷事業等に伴う短期借入金が2,373百万円増加したこと、同資材購入等による支払手形及び買掛金が377百

万円増加したこと等によるものであります。 

純資産合計は1,282百万円となり前連結会計年度末に比べ352百万円減少しました。これは主に利益剰余

金が358百万円減少したこと等によるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当社グループでは当第１四半期連結累計期間における研究開発活動として、連結子会社である味香り戦

略研究所と共に、味覚センサーを活用したデータ分析をすすめ、味の測定・解析・比較を中心とした研究

活動により、測定の基準となるデータベースの作成などを実施しており、これらは商業印刷事業における

販売促進支援活動及び取引先に対する提供情報として活用しております。 

以上の活動により、商業印刷事業において、当第１四半期連結累計期間における研究開発費は１百万円

となりました。なお、年賀状印刷事業及びその他の事業においては特記すべき事項はありません。 

  

(5) 生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、年賀状印刷事業の生産、受注及び販売実績が著しく増加しており

ます。 

これは、主に郵便局株式会社からの喪中年賀状印刷に関する売上増加によるものです。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 
  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000 

計 8,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年10月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年12月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,060,110 3,060,110 
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード)

単元株式数は1,000株であり
ます。 

計 3,060,110 3,060,110 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年８月１日～ 
平成23年10月31日 

― 3,060,110 ― 411,920 ― 441,153 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年７月31日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。 

① 【発行済株式】 

 平成23年７月31日現在 

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式518株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 平成23年７月31日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式 (自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式 (その他) ― ― ―

完全議決権株式 (自己株式等) 
 （自己保有株式）
普通株式   82,000 

―
権利内容になんら限定のない当社
における標準となる株式 

完全議決権株式 (その他) 普通株式 2,973,000 2,973 同上 

単元未満株式（注） 普通株式   5,110 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数      3,060,110 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,973 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
総合商研株式会社

札幌市東区東苗穂２条３丁
目４－48 

82,000 ― 82,000 2.7 

計 ― 82,000 ― 82,000 2.7 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年８月１

日から平成23年10月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年８月１日から平成23年10月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年７月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,632,305 1,643,118

受取手形及び売掛金 ※１  1,446,386 1,886,045

有価証券 － 171,892

商品及び製品 10,950 10,538

仕掛品 12,011 7,294

原材料及び貯蔵品 286,346 1,473,086

その他 90,958 706,260

貸倒引当金 △26,706 △35,298

流動資産合計 3,452,252 5,862,939

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 753,742 748,064

土地 972,492 972,492

その他（純額） 606,420 742,089

有形固定資産合計 2,332,655 2,462,646

無形固定資産   

その他 94,988 182,356

無形固定資産合計 94,988 182,356

投資その他の資産   

投資有価証券 453,197 462,894

関係会社株式 15,460 5,904

その他 343,287 369,752

貸倒引当金 △27,954 △27,800

投資その他の資産合計 783,991 810,750

固定資産合計 3,211,634 3,455,753

資産合計 6,663,886 9,318,692

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１  1,329,615 1,706,897

短期借入金 785,486 3,159,356

未払法人税等 7,869 762

賞与引当金 10,366 31,099

その他 330,136 688,282

流動負債合計 2,463,473 5,586,397

固定負債   

長期借入金 2,025,617 1,865,665

資産除去債務 7,441 7,480

その他 532,457 577,027

固定負債合計 2,565,515 2,450,173

負債合計 5,028,989 8,036,571
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年７月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年10月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 411,920 411,920

資本剰余金 441,153 441,153

利益剰余金 734,588 375,637

自己株式 △22,349 △22,349

株主資本合計 1,565,312 1,206,363

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 61,607 70,535

その他の包括利益累計額合計 61,607 70,535

少数株主持分 7,976 5,222

純資産合計 1,634,897 1,282,121

負債純資産合計 6,663,886 9,318,692
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成23年10月31日) 

売上高 ※  2,470,595 ※  2,950,629

売上原価 2,178,791 2,596,790

売上総利益 291,803 353,838

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 318,850 352,915

貸倒引当金繰入額 － 8,441

賞与引当金繰入額 32,393 17,077

その他 462,602 491,004

販売費及び一般管理費合計 813,846 869,439

営業損失（△） △522,042 △515,600

営業外収益   

受取利息 19 14

受取配当金 130 299

受取賃貸料 6,205 7,769

作業くず売却益 4,399 4,943

その他 2,524 2,194

営業外収益合計 13,278 15,221

営業外費用   

支払利息 12,474 12,426

持分法による投資損失 10,848 9,556

為替差損 44 6,134

その他 － 144

営業外費用合計 23,367 28,262

経常損失（△） △532,131 △528,642

特別利益   

固定資産売却益 20 －

貸倒引当金戻入額 4,431 －

その他 79 －

特別利益合計 4,531 －

特別損失   

固定資産除却損 5,410 7,851

投資有価証券評価損 － 4,331

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,287 －

特別損失合計 9,697 12,182

税金等調整前四半期純損失（△） △537,297 △540,824

法人税、住民税及び事業税 747 878

法人税等調整額 △196,664 △203,481

法人税等合計 △195,916 △202,603

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △341,381 △338,221

少数株主損失（△） △3,656 △2,754

四半期純損失（△） △337,724 △335,466
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成23年10月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △341,381 △338,221

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △14,647 8,927

その他の包括利益合計 △14,647 8,927

四半期包括利益 △356,029 △329,293

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △352,372 △326,539

少数株主に係る四半期包括利益 △3,656 △2,754
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【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

(自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日) 

当第１四半期連結累計期間

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

前連結会計年度 
(平成23年7月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年10月31日)

※１   連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、

連結会計年度末残高に含まれております。 

受取手形 3,609千円

支払手形 182,631千円

―――――― 

  ２ 当座貸越契約 

 運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越

契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりです。 

当座貸越契約の総額 5,000,000千円

借入実行残高        ― 

差引額 5,000,000千円

  ２ 当座貸越契約 

 運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越

契約を締結しております。 

 当四半期連結会計期間末における当座貸越契約

に係る借入未実行残高等は次のとおりです。 

当座貸越契約の総額 5,700,000千円

借入実行残高 2,350,000千円

差引額 3,350,000千円

(自  平成22年８月１日 
至  平成22年10月31日) 

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年８月１日
 至  平成23年10月31日)

※   当社グループでは、第１四半期は年賀状印刷事業

の資材・販促費等の先行支出により利益が低下、第

２四半期は年賀状印刷の集中及び商業印刷の年末年

始商戦の折込広告の大量受注により売上・利益共に

増加、第３・第４四半期は年賀状印刷事業の売上が

なく固定費のみ発生することにより総体の売上高に

対する経費割合が高くなり利益が低下するという季

節的変動があります。 

同左

― 12 ―



  
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

  なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）

及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

 
  

(株主資本等関係) 

    前第１四半期連結累計期間(自  平成22年８月１日  至  平成22年10月31日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結 

  会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

    当第１四半期連結累計期間(自  平成23年８月１日  至  平成23年10月31日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結 

  会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

(自  平成22年８月１日 
至  平成22年10月31日) 

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年８月１日
至  平成23年10月31日)

減価償却費 80,201千円

のれん償却額 629千円

減価償却費 77,326千円

のれん償却額        ―

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日 
定時株主総会 

普通株式 24,460 8 平成22年７月31日 平成22年10月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月28日 
定時株主総会 

普通株式 23,820 8 平成23年７月31日 平成23年10月31日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年８月１日  至  平成22年10月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プリントハウス事業を含んでおり

ます。  

２  セグメント損失の調整額△62,303千円には、セグメント間取引消去1,054千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△63,357千円が含まれております。  

３ セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

当第１四半期連結累計期間において株式会社味香り戦略研究所の株式を取得し、当社の子会社となった

ため、「商業印刷事業」セグメントにおいてのれんが発生しております。なお、当該事象によるのれんの

増加額は、当第１四半期連結累計期間において12,593千円であります。  

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年８月１日  至  平成23年10月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プリントハウス事業を含んでおり

ます。  

２  セグメント損失の調整額△70,915千円には、セグメント間取引消去1,242千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△72,158千円が含まれております。  

３ セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額 
(注２)

四半期連結損
益計算書計上
額(注３)商業印刷 

事業
年賀状印刷

事業
計

売上高     

  外部顧客への売上高 2,352,991 106,054 2,459,046 11,549 2,470,595 ― 2,470,595 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

11,355 48 11,404 2,383 13,788 △13,788 ―

計 2,364,346 106,103 2,470,450 13,933 2,484,383 △13,788 2,470,595 

セグメント損失(△) △109,456 △345,933 △455,389 △4,349 △459,739 △62,303 △522,042

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額 
(注２)

四半期連結損
益計算書計上
額(注３)商業印刷 

事業
年賀状印刷

事業
計

売上高     

  外部顧客への売上高 2,599,482 341,516 2,940,998 9,631 2,950,629 ― 2,950,629 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

5,414 312 5,727 1,149 6,876 6,876 ―

計 2,604,896 341,828 2,946,725 10,780 2,957,505 6,876 2,950,629 

セグメント損失(△) △56,711 △384,654 △441,366 △3,318 △444,684 △70,915 △515,600
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

項目 (自  平成22年８月１日 
至  平成22年10月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年８月１日 
至  平成23年10月31日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失(△) △110.45円 △112.66円

（算定上の基礎） 

四半期純損失(△) (千円) △337,724 △335,466

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△) (千円) △337,724 △335,466

普通株式の期中平均株式数(株) 3,057,604 2,977,592 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年12月13日

総合商研株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている総
合商研株式会社の平成23年8月1日から平成24年7月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成
23年8月1日から平成23年10月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年8月1日から平成23年10月31日
まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、総合商研株式会社及び連結子会社の平成23
年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    石    若    保    志    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    大    森    茂    伸    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 北海道財務局長 

【提出日】 平成23年12月13日 

【会社名】 総合商研株式会社 

【英訳名】 SOUGOU SHOUKEN CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長 加藤 優 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません 

【本店の所在の場所】 札幌市東区東苗穂二条三丁目４番48号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役会長加藤 優は、当社の第41期第１四半期(自 平成23年８月１日 至 平成23年10月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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